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１．申請者の概要

四條畷市商工会

担
当
者

会　長 　髙見　耕示

nakagawa@nawate-sci.or.jp

連絡先

所在地
申
　
請
　
者

団体名

代表者職・氏名

〒５７５－００５２
四條畷市中野３－５－２３

（０７２）８７９－１８８０

（０７２）８７９－１６５６

事務局長　中川英司

①設立年月日

四條畷市③所管地域

昭和45年4月13日

②職員数

（うち経営指導員数）
７名（７名）（平成30年1月10日）

（１） 商工業に関し、相談に応じ、又は指導を行うこと。
（２） 商工業に関する情報又は資料を収集し、提供すること。
（３） 商工業に関する調査研究を行うこと。
（４） 商工業に関する講習会又は講演会を開催すること。
（５） 展示会、共進会等を開催し、又はこれらの開催の斡旋を行うこと。
（６） 商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運用すること。
（７） 商工会としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し、又は建議すること。
（８） 行政庁等の諮問に応じて、答申すること。
（９） 社会一般の福祉の増進に資する事業を行うこと。
（10）商工業者の委託を受けて、当該商工業者が行うべき事務（その従業員のための事務を含む。）
　　　を処理すること。
（11）大阪府商工会連合会の委託を受けて商工貯蓄共済事業の業務を行うこと。
（12）商工業者の福利厚生に資する事業を行うこと。
（13）行政庁から委託を受けた事務を行うこと。
（14）輸出品の原産地証明を行うこと。
（15）前各号に掲げるもののほか、本商工会の目的を達成するために必要な事業を行うこと。

※②、④、⑤、⑥につ
いては直近の数字を記
載のこと

④管内事業所数

⑤管内小規模事業者数

⑥会員数（組織率）

□主な事業概要（定款記載事項等）

１，７８８（平成24年度経済センサスによる）

１，３１２（平成24年度経済センサスによる）

９02（50.4％）　平成30年1月10日

mailto:nakagawa@nawate-sci.or.jp


２．事業概要 四條畷市商工会

（１）所管地域の産業経済の現状と課題

・経済循環率（2013年）をみると、46.9%と典型的な住宅都市の産業構造となっており、隣接する
大東市（78.5%）や近隣の門真市（121.1%）と比較してもその違いは顕著である。その要因とし
て、本市はJR片町線による大阪都心部へのアクセスの良さから企業等に勤める給与所得者が多く、ま
た大企業が少なく中小・小規模事業者が多いことから、所得が地域内で消費されず地域外へ流出してい
ることなどが挙げられる。
・産業別事業所数（2014年）をみると、卸売業・小売業が393事業所（22.3%）、不動産業・物品
賃貸業が238事業所（13.5%）、宿泊業・飲食サービス業が224事業所（12.7%）、生活関連サービ
ス業・娯楽業が174事業所（9.9%）、建設業が170事業所（9.7%）、医療・福祉が145事業所
（8.2%）、製造業が142事業所（8.1%）、となっている。
・付加価値額（2012年）をみると、製造業が約120億円（40.5%）であり、そのほぼ半分は「金属
製品製造業」である。付加価値額と労働生産性の散布図をみると、こちらも「金属製品製造業」が突出
して高くなっている。一方で従業者数や製造品出荷額では「電気機械器具製造業」が最も多くなってい
る。
・本市においても今後生産年齢人口の減少及び老年人口の増加が見込まれているため、各企業は経済規
模の縮小に伴う経営の合理化・効率化によって人口減少社会に適応していかなければならないが、地域
全体の付加価値額の4割を占める製造業をはじめとして労働生産性が全国平均を下回る業種が多く、そ
の改善が課題である。
・その他、経営者の高齢化及び後継者不足による廃業の増加や、事業承継案件の増加、全国平均を下回
る創業比率も対応すべき課題である。

（２）所管地域の活性化の方向性

人口減少社会が到来し全国的な少子高齢化が進む中、本市においても今後将来に亘って生産年齢人口の
減少及び老年人口の増加が見込まれている。このような状況で地域の活性化を目指すには、各企業で経
営の合理化・効率化に取り組み、環境変化に柔軟に適応できる体制を構築していかなければならない。
そのためには全国平均を下回る労働生産性を改善し、全国平均を上回る付加価値額については、今後も
より高い水準を追求する経営をしていく必要がある。それらを支援するための経営相談やセミナー・交
流会などの事業を実施していく。
あわせて今年度も女性をターゲットにした創業支援等で強化することで地域経済の新陳代謝を促してい
く。

（３）主たる支援の対象として想定する小規模事業者等のイメージ及び対象事業者数

大企業を中心に業況改善の兆しが見られる中、小規模事業者にまではその恩恵が行き届いていないのが
現状である。こうした小規模事業者に対し、経営改善支援として個別の経営相談や販路拡大支援にかか
るセミナー・交流会などの事業を実施していく。主たる支援の対象として想定する小規模事業者等は、
市内創出付加価値額の4割を占める製造業を中心に、事業所数が多い卸売業・小売業、大阪府や全国の
平均と比較すると高い割合である建設業など、約300事業所とする。

（４）事業の目標

・小規模事業者の恒常的な課題（資金繰り・販路拡大・業務改善など）を解決するための支援をより充
実させる。経営相談、セミナー等の実施、専門家の紹介など、地域の経営支援プラットフォームとして
の地位を確立する。
・創業について積極的に支援し管内経済の新陳代謝を促していく。創業予定者、あるいは創業5年未満
の事業所に対し、事業経営の基礎を学べる場や、地域でのネットワークづくりの機会を提供する。
・市と連携して「なわてふれあい商工まつり」を実施し、業種問わず市内産業の情報発信の場を提供す
る。
・地域コミュニティの拠点である商店街について、その構成要素たる個店の魅力を向上させることで売
上増加を目指し、個店の繁栄をまち全体の活性化に繋げる。事業として産業紹介展示を実施。市民への
PRの場を提供する。
・商業・工業・まちづくりについて先進地を視察して、実際に現場で見聞を広めることで、今後の事業
経営の改善やまち全体の活性化に繋げる。

（５）事業の実施により期待される効果及び実施しなかった場合の影響（実施する事業の総体的な効果等を記載すること）

事業の実施により、小規模事業者が経営の現状を認識し、抱える課題について適切に対処できるように
なる。また労働生産性の改善、自社製品・商品・サービスに係る付加価値額のさらなる向上によって、
企業の持続的な成長・発展の可能性を高める。
事業を実施しなかった場合には、景気低迷などの外的環境にうまく適応できない事業者が倒産や廃業に
追い込まれ、人口減少も相まって地域全体が衰退するおそれがある。



3．経営相談支援事業・専門相談支援事業　事業調書

50

債権保全計画作成支援 0 事業所

事業所

財務分析支援事業所

280

10

結果報告

事業所

事業所

事業所

事業所

創業支援 10 事業所 20

５Ｓ支援 10 ＩＴ化支援事業所

コスト削減計画作成支援 10

20支援

5事業承継支援

支援

80 事業所

事業継続計画(BCP)作成支援

支援

事業所

マル経融資等の返済条件緩和支援

0人材育成計画作成支援

労務支援 11
マーケティング力向上支援

記帳支援 29

金融支援（紹介型）

事業所カルテ・サービス提案

事業所

280

5 支援

事業所

件数設定の根拠及びその実現に向けた取り組み

販路開拓支援

支援メニューの件数

前年度支援企業数

0

120

資金繰り計画作成支援

事業所

事業計画作成支援

280

12

指標

継続 実施日数 25

新規/継続 目標数値

金融月例相談

平成３０年度はカルテ化する件数を280件とする。事業所カルテ・サービス提案の事業所数実績は３０年
３月末見込みで２８０件を想定している。３０年度の申請件数は２９年度実績見込みをベースに、地域活
性化事業からの相談につなげる実績も加味して算定した。接触した事業者にはカルテ化にできるかぎり努
め、積極的に事業計画や資金繰り計画の作成、財務分析の支援を行い、事業者の経営力を向上させる等、
成果に結び付けたい。
また地域活性化事業において、その参加企業の経営課題の把握に努め、フォローアップを行う等、相談事
業と地域活性化事業の相乗効果がはかれるように意識する。

事業所支援の実施方法（専門家や各種支援機関、支援制度の活用など）

Ⅱ　専門相談支援事業

会報・チラシ・ＨＰ等によって地域の小規模事業者に対して情報発信を行う。また経営指導員が中心とな
り積極的に巡回・窓口活動を行うことにより小規模事業者の問題点・ニーズ把握を行う。事業者に対する
支援は経営指導員によるものと、専門分野の深い案件については専門家等へのつなぎを行う。フォロー
アップも意識した支援を行う。

金融相談 継続 実施日数

事業承継・創業相談・補助金支援にかかる税務・労務・
経営・法律に係る専門相談

事業名

確定申告相談を２月・３月に実施。（２５人日）

経営 新規 実施日数 20

事業概要

税務相談

ポイントは地域の小規模事業者に対して金融・税務の不可欠な経営問題について課題解決のきっかけを提
供することで事業者の経営力向上につなげる。そのためには巡回活動、窓口相談、地域活性化事業におい
て、事業者の課題を抽出し、専門的な案件に対しては、専門家等を活用して個別相談日にてカバーし、
フォローする。
効果として小規模事業者の経営課題を把握することも可能となり、事業所へ経営支援に厚みを加えること
で、市内の口コミで、商工会のイメージアップを図り、会員数の増加につなげ、より深い内容の事業の実
施が図れる。
経営相談は法律7件、労務2件、税務4件、診断・補助金申請支援7件と見込んでいる。

事業実施のポイント・期待される効果

四條畷市商工会

Ⅰ　経営相談支援事業

支援

支援

事業所

20

20

50

金融支援（経営指導型）

支援機関等へのつなぎ



４－１．地域活性化事業一覧

府施策
連携

（１）単独事業

○

（２）広域事業

○

○

○

うち府施策連携事業

地域産業資源活用商品
販路開拓事業

大阪府商工会連合会（幹事）の事業計画参照

188,437

現場に学ぶ！先進事業
所等視察研修会

中小企業・商店街の現場を体験し、自社の経営を見直す

産業紹介展示事業 展示で集客力・収益力向上に寄与する

402,000

大阪府商工会連合会（幹事）の事業計画参照

だいとう・しじょうなわて
ク－ポンチケット事業

大阪商工会議所（幹事）の事業計画参照

商工フェア事業

女性のための小さく始
める創業セミナー

大東商工会議所（幹事）の事業計画参照

受発注ビジネス交流会
北大阪商工会議所（幹事）の事業計画参照

大阪勧業展

北大阪商工会議所（幹事）の事業計画参照

課題別人材育成事業
北大阪商工会議所（幹事）の事業計画参照

女性ﾘｰﾀﾞｰ養成事業 大阪府商工会連合会（幹事）の事業計画参照

大東商工会議所（幹事）の事業計画参照

113,062

人材育成セミナ－

小規模事業者に対する展示商談、販路開拓の機会を提供する事業

314,385

594,385

事業承継者等の育成事業 大阪府商工会連合会（幹事）の事業計画参照

ビジネスチャンス発掘
フェア2018

八尾商工会議所（幹事）の事業計画参照

大阪府立北大阪高等職業技
術専門校　活用事業

戦略的クラウドファンディ
ング活用セミナー

大東商工会議所（幹事）の事業計画参照

大阪府商工会連合会（幹事）の事業計画参照 140,700

276,777

90,450

大阪企業のコスト削減計画

四條畷市商工会

113,065

482,400

1,551,187

小資本・小スペースで始める開業の方法とワークショップ

概要 金額（円）

108,540

25,125

事業名

1,072,837

378,526

90,863

280,000

20,000

3,602,680

100,000

ＢＣＰ策定支援事業



○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 四條畷市商工会

事業名 女性のための小さく始める創業セミナー 新規/継続 継続

想定する実施期間 28 年度～ 30 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

昨今の不況の影響や高齢化に伴う廃業により、小規模事業者は減少傾向である。市内
で開業していただくため、小資本、小スペースで開業できるよう実例を交えて指導し
てもらう。また創業者の交流や情報交換する機会を設け、今後の活動に活かしてもら
う。商工会と関わることで、行政並びに金融機関等と連携して準備することができ
る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

子育て世代・シニアの女性で創業を検討・準備している方、創業後5年以内の方

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

創業予定者、創業して間もない方は、他業種、他社との繋がりが少なく、より多くのネットワークを構
築していただくためにも交流会実施に対するニーズは高いと思われる。四條畷市で平成29年度は創業
ワークショップを実施し、９名申込で６名が参加。創業塾は参加申込１７名、実参加者、1日目：1２
名、2日目：1１名、3日目：1２名の延べ３５名の参加であった。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
創業を検討・準備している方、創業後5年以内の方を対象に、中小企業診断士の方を
ファシリテーターとして、創業までの過程や課題、創業の魅力等を紹介してもらう。
さらに創業者同志の名刺交換会、情報交換を行い、創業への意欲を高めていただく。
また①創業支援機関ネットワーク会議に参加、②大阪起業家スタートアップの推薦機
関に登録し、セミナー等受講者に応募を呼びかけるとともに、希望者を推薦する。昨
今セミナーとディスカッションを組合す講義が多い。意見交換を活発にし、ゼミのよ
うな雰囲気でワークショップを開催したい。
日時：平成３０年7月初旬
場所：四條畷市市民総合センター内
講師：女性創業者の方と中小企業診断士
定員：20名

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

商９番（商業・サービス産業課）
日本政策金融公庫、市内の金融機関のネットワーク、市役所　産業観光課の協力を得
て事業のＰＲを行い、参加者を募る。本事業終了後についても、創業の個別相談を行
うことにより相乗効果を図る。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

開催案内の周知方法として、巡回、窓口での案内、会報、ホーム
ページ、日本政策金融公庫守口支店、枚方信用金庫　忍ヶ丘支店の
職員による巡回、チラシ配架等で周知する。

12

支援対象企業の
変化

様々な起業家との交流を行うことで、創業へのモチベーションを高め、創業に向けて
の取り組みの一助となる

指標 創業の準備にとりかかった人数 数値目標 5人

その他目標値

目標値の内容⇒



４－２．地域活性化事業　事業調書 四條畷市商工会

事業名 女性のための小さく始める創業セミナー 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

算 出 額

標準事業費

40,200 12 1.00 482,400

482,400

482,400

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

482,400 1.00 482,400

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）



(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

前年比、月別来店客数、売上高の推移

指標 市役所展示コーナーを見て来店した客数による売上高割合 数値目標 10%

その他目標値

目標値の内容⇒

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

四條畷市役所　市民生活部産業観光課

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 展示ケースのスペースに合わせる。１社あたり　間口30ｃｍ×奥行

き45ｃｍ　×高さ30ｃｍ
15

支援対象企業の
変化

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
【目的】展示は、今すぐ商談になる見込みがなくても自社製品に興味がある来場者
と、出来る限り多くの名刺、チラシを介してつながりを確保する。そこから、有益な
情報提供を続け、顧客の確度を高め、案件化に繋げていく。
【日時】平成30年4月～平成31年3月
【場所】四條畷市役所　本館　１階通路
【展示物】紹介用六つ切り写真、会社名又は名称等表示カード、会社又は製品等説明
カード、展示に必要な装飾物品類、商品・製品・チラシ・名刺等
【方法】市役所の１階入り口から市民課への通路に設置されている展示コーナー（ガ
ラスケース、15社程度の展示品の陳列が可能）を活用して市民向けに自社製品を発
信する。また商工会としての商品群として整え、市民の来庁が集中する時期において
は、よりPRが行える様、魅力発信に努める。この商品群は他団体開催の展示会などで
市や商工会がブースが確保できた時は優先的にPRできる仕組みもつくる。

人材交流型

販路開拓型

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

管内の商工業者は、「名前は聞いたことがあるが何を取り扱っているのかわからな
い」など市民の認知度が低い問題がある。市役所に働きかけ、市民の通行量の多い展
示コーナーを活用することになった。事業所の認知度向上のため、展示コーナーで商
品、製品、パンフレット、名刺等の陳列で自社のPRに努め、収益の向上を図る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

管内事業所＜個店、商店街、製造業等（BtoBからBtoCまで）＞

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

商店街がチラシを新聞折込等で市民へ周知しているが、効果が減少してきている。売
上増加策として、実店舗と市役所でのPRでより一層効果的に市民にPRしていく。

想定する実施期間 30 年度～ 30 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

４－２．地域活性化事業　事業調書 四條畷市商工会　

事業名 産業紹介展示事業 新規/継続 新規



４－２．地域活性化事業　事業調書 四條畷市商工会　

事業名 産業紹介展示事業 新規/継続 新規

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

376,875 0.50 188,437

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

376,875

376,875

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,250 15 0.50 376,875

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

算 出 額



○

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 四條畷市商工会

事業名 現場に学ぶ！先進事業所等視察研修会 新規/継続 継続

想定する実施期間 25 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

国内の景気低迷等により多くの中小企業は業績が悪化の一途を辿っている。さらに平
成27年１０月に市内にイオンモールが開業。今後も零細事業者にとって生き残りへ
の対策が課題である。商業・工業・まちづくりの活性化に成功している企業、地域を
視察し、その工夫やアイデアを自社の経営に活かしてもらう。

支援する対象
（業種・事業所数等）

市内の全事業所

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

商店街および企業を活性化したいという声は大きく、ニーズは高い。また会員間の交
流を促すことで地域の活性化への知恵も生まれる。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

H29年度は商業26社(9/19：石山商店街（滋賀）、工業26社(9/5：㈱モリタ　三
田工場（兵庫県）、まちづくり先進地域察　16社(11/12　高山陣地、まつりの森
（岐阜）の参加があった。現場を実体験することで新たな取り組みへの知恵が生まれ
る。

反省点
視察先の選定について、部会会議等で目的と課題を明確にし、さらなる現地の事業者
とのマッチングの可能性を探りながら進める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
①商業・サービス業向け、先進商業施設等見学研修会
　6月：委員会にて訪問先等を検討　８月：参加者募集活動　9月：実施　　予定企
業数　20社
②工業・建設業向け：先進工業施設等見学研修会
　７月：委員会にて訪問先等を検討　８月：参加者募集活動　９月：実施　　予定企
業数　２0社

四條畷市産業観光課　課長も例年同行しており、商業者の意欲低下と工業施策の拡充
に向けて、管内商工業者の情報を共有し、事業遂行後も市とともに事業者をフォロー
していく。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

事業者の種々の課題解決のためには本事業実施のみでは不十分であり、継続的な支援
が必要である。そこで相談事業を併せて実施することにより課題解決に向けて相乗効
果が期待できる。先進地でのノウハウを自社に導入する場合には適宜支援していく。
カルテ化する目標事業所数8社。販路開拓支援、マーケティング支援を活かす。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 窓口・巡回による参加企業の掘り起こし、商工会報による募集PR等

周知活動
40

支援対象企業の
変化

参加企業が本事業の研修により経営ノウハウや商売上の工夫などを学んだ結果、経営
に前向きになる。

指標 自社に取り入れる手法・手段が獲得できた 数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒



４－２．地域活性化事業　事業調書 四條畷市商工会

事業名 現場に学ぶ！先進事業所等視察研修会 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

算 出 額

標準事業費

20,100 40 1.00 804,000

804,000

804,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 300,000 負担金の積算 5000×60

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

804,000 0.50 402,000 300,000

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）



○

○

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

名

４－２．地域活性化事業　事業調書 四條畷市商工会

事業名 商工フェア事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 17 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

市内の駐車場4000台を備えている大型ショッピングモールに多くの顧客が集まり、
衰退傾向の域内小規模商業者や、販路拡大や認知度の向上に苦慮する製造業者を支援
するため、「なわてふれあい商工まつり」を開催し、小規模事業者に対して販路開拓
の機会を提供する。市民への認知度向上と製品ＰＲの場を提供することが、本事業の
目的である。効果は小規模事業者の売上増加に繋がる販路拡大に寄与することであ
る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　地域小規模事業者及び府内小規模事業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

地域商工業者の販路拡大のために本事業の開催を望む声が市民、事業者とも多い。商
工業者・市役所等行政で構成する「商工フェア委員会」を設置し、年３回開催。意見
集約・ニーズ把握を実施している。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

平成29年度は台風２２号の影響により開催できなかった。６０００名もの市民、事
業者の安全を優先した。年度内順延も困難であった。理由は①まつり開催場所の再確
保、②事業者の仕入れ、人の手配等である。

反省点
イベントに関しては、地震、暴風雨など「天災」に関する開催の可否を明確にする必
要がある。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・

どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
【第14回なわてふれあい商工まつり】
①市内事業者関係・・・物販ブース等を設置して販路拡大を支援する。（30ブースを予定）
②府内商工会の小規模事業者の販路開拓を目的とする物産展も同時開催する。１3社(12商工
会）参加予定
府内の広域から多くの事業者が出店するため、市内の事業者にとっても良い刺激になり販売意
欲の向上に寄与している。
③創業相談や、経営に関しての相談を受け付ける。
＜スケジュール＞
7月第1回商工フェア委員会開催（出店企業等、募集開始）
8月第2回商工フェア委員会開催
10月全体会議開催
10月21日(日)（なわてふれあい商工フェア開催予定）

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

地域の小規模事業者及び府内商工会とも連携し広域連携として実施する。
共催：四條畷市　後援：大阪府
カルテ化予定企業数は5社。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ チラシ送付、巡回・窓口相談時、広報媒体を活用し募集を行なう。

43

支援対象企業の
変化

　本事業に参加することにより小規模事業者の販路開拓、事業者ＰＲに資することを目標とす
る。

指標 販路拡大の向上効果 数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒
＜来場者実績＞平成29年度（台風のため中止）、平成28年度
6,067人、平成27年度4,615人、平成26年度4,777人、平成25
年度5,022人：平成24年度5,565人：平成23年度7,385人：平成
22年度6,071人：平成21年度7,081人：平成20年度7,090人
平成30年度見込み　6,000人3,000



４－２．地域活性化事業　事業調書 四條畷市商工会

事業名 商工フェア事業 新規/継続 継続

① 円 × ＝ 円

円 × 円

円 ×

円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円

円

円

代

○ 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

算 出 額算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場
合は、⇒の行に挿

入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

50,250 13 × 1.00

標準事業費

50,250 30 × 1.00 1,507,500

653,250

50,250 3,000 × 0.01 1,507,500

3,668,250

3,668,250

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

①市町村等補助 550,000 交付市町村等 四條畷市等

②受益者負担 301,000 負担金の積算 7000円×43社

標準事業費 補助率 補助金額 （①市町村等＋②受益者負担）

3,668,250 0.75 2,751,187

合計 2,751,187 (851,000円）

補助金の団体配分
（「代」欄には、
中核団体またはﾋｱﾘ
ﾝｸﾞで説明する代表

団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

四條畷市商工会（北摂） 1,551,187
　
※１１商工会への配分
　（標準事業費 100,000円）
　　１事業所 80,000円を各会に、
　　募集費 20,000円を加算して計算。

島本町商工会（北摂） 100,000

摂津市商工会（北摂） 100,000

能勢町商工会（北摂） 100,000

豊能町商工会（北摂） 100,000

河内長野市商工会（河内） 100,000

藤井寺市商工会（河内） 100,000

羽曳野市商工会（河内） 100,000

熊取町商工会（阪南） 100,000

忠岡町商工会（阪南） 100,000

阪南市商工会（阪南） 100,000

泉南市商工会（阪南） 100,000

富田林商工会（河内） 100,000

2,751,187

【備考】



５－１．商工会等支援事業一覧 四條畷市商工会

ＣＳＲ普及啓発事業

概要

大阪府商工会連合会（幹事）の事業計画参照

事業名 金額（円）

713,550

291,450SB／CB創出支援 大阪府商工会連合会（幹事）の事業計画参照



６．経費支出計画書（経費内訳） 四條畷市商工会

事業所数/回数 単 価（円） 計

280 25,000 7,000,000

20 10,000 200,000

5 30,000 150,000

20 40,000 800,000

0 20,000 0

50 20,000 1,000,000

30 25,000 750,000

10 20,000 200,000

0 20,000 0

80 20,000 1,600,000

120 20,000 2,400,000

20 50,000 1,000,000

10 20,000 200,000

20 20,000 400,000

10 20,000 200,000

50 10,000 500,000

10 10,000 100,000

10 20,000 200,000

0 10,000 0

5 20,000 100,000

280 10,000 2,800,000

19,600,000 19,600,000

計

283,200

590,000

472,000

0

1,345,200 1,345,20057

算　定　基　準

12

20

※記帳支援のために税理士を活用する場合、25,600円×事業所数

25税務相談

経営相談

補助金額

補助金額
算　定　基　準

支援日数

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

補助金額

別紙事業調書のとおり

補助金額

26,625,717

1,005,000

補助金額

算 定 基 準

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

労務支援

人材育成計画作成支援

結果報告

小　計

マーケティング力向上支援

販路開拓支援

事業計画作成支援

創業支援

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援

事業承継支援

－

Ⅰ　経営相談支援事業

区　　　分

Ⅱ　専門相談支援事業

事　業　名

金融相談

財務分析支援

５Ｓ支援

ＩＴ化支援

債権保全計画作成支援

合　　　　計

小　計

Ⅲ　地域活性化事業

小　計

小　計

Ⅳ　商工会等支援事業

Ⅴ　合計

算 定 基 準

別紙事業調書のとおり 4,675,517


